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平成 28年度 地域志向教育研究経費 成果報告書 

 

平成 28 年度も昨年度に続いて地域志向教育研究経費の公募を行った。公募要項において、地域志向

型教育研究経費の目的は、地域を志向する教員の教育・研究・社会貢献活動を支援し、大学全体の地

域志向型教育研究を活性化させるための経費とすることを明記した。本経費で支援する課題の対象

は、下記の表－１に掲げる自治体に関連する教育研究課題であり、表ー２が今年度の採択課題であ

る。 

以下に今年度の地域志向型教育研究経費による成果報告書を示す。 

  
            表－１ 平成 28 年度地域志向教育研究費 公募課題項目 

対象とする 

自治体 
1.鹿児島県   2.鹿児島市   3.薩摩川内市   4.与論町 

 

 

関連する 

教育研究 

課題名 

A.  豪雨・火山・地震・津波・放射線による災害および総合防災に関し

て地域に貢献する教育研究 

B. 鹿児島の自然エネルギー利活用に関する教育研究 

C. 南九州ならびに南西島嶼地域の農林畜産資源の利活用に関する教育

研究 

D. 観光産業と鹿児島の地域活性化の経済評価に関する教育研究 

E. 環境・水・食と健康・地域医療による地域貢献に関する教育研究 

F.  鹿児島の水産業活性化に関する教育研究 

G. 地域課題解決を志向した教育の活性化に関する教育研究 

H.  半島過疎地域の活性化に関する教育研究 

 
   平成 28年度 地域志向教育研究経費 採択課題 

番号 所属 職名 申請者名
対象

自治体
課題 課題の名称

1 法文学系 教授 富原　一哉 鹿児島県 G 学生の地域心理支援力を高める教育プログラムの開発

2 法文学系 教授 萩野　誠 薩摩川内市 D ブランドマネジメントによる離島観光振興の可能性：薩摩川内市甑島を例として

3 法文学系 准教授 市川 英孝 与論町 G 離島でのエコツアー実践の可能性―資源ベース理論による与論島での事例検討―

4 法文学系 教授 山本　一哉 鹿児島県 D 地方中心都市における観光を中心とした地域活性化モデルの研究

5 臨床心理学系 准教授 小澤 永治 鹿児島県 G
地域社会において発達障害児・者へのコミュニケーション支援をリードする人材育成の
ための心理支援実習の検討

6 教育学系 准教授 金子　満 薩摩川内市 G 子ども・若者を対象としたＩＣＴ利用による地域文化・歴史等に関する学習方法の開発

7 教育学系 准教授 原田　義則 与論町 G 与論島における国語力の向上を図る小中高大接続の基盤システムの研究

8 教育学系 講師 深瀬　浩三 鹿児島県 D 桜島・錦江湾岸一帯における地域観光資源の再評価と地域活性化への可能性

9 教育学系 准教授 永迫　俊郎 鹿児島県 E 地域社会の中心としての湧水の役割：清水の湧水とジッキョヌホーを事例に

10 教育学系 教授 肥後　祥治 鹿児島県 G
鹿児島県下特別支援学校の重度行動障害のある児童生徒に対する指導力向上に向け
たOn the Job Training プログラムの開発および校内支援体制構築にむけた実践的研究



   
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 

番号 所属 職名 申請者名
対象

自治体
課題 課題の名称

11 理学系 准教授 濱田 季之 薩摩川内市 C Trema 属植物に含まれる家畜食中毒死の原因物質に関する研究

12 工学系 准教授 小金丸　正明 薩摩川内市 C 地域バイオマス資源の産業応用に関する調査研究

13 工学系 准教授 鷹野　敦 鹿児島県 G 地域の森林資源を活用した「子供の建築学校」

14 工学系 助教 下之薗 太郎 鹿児島県 C 焼酎滓バイオガスの電気化学的高温改質による水素製造

15 工学系 教授 山城　徹 鹿児島県 B
潮流発電に関連した鹿児島県長島海峡及び黒之瀬戸の潮流パワーポテンシャルのマッ
ピング

16 工学系 助教 長山 昭夫 鹿児島市 A 鹿児島湾の複雑地形に起因した津波流動がタンク群へ及ぼす波圧の推定

17 工学系 准教授 齋田　倫範 鹿児島県 A 水害・土砂災害の防除に向けた肝属川流域における水文現象の実態把握

18 歯学系 講師 佐藤　秀夫 鹿児島県 E 奄美群島地域における歯科を中心とした摂食嚥下障害児支援ネットワークの構築

19 歯学系 准教授 西　恭宏 鹿児島県 E オーラルフローラからみた鹿児島県特産品の健康増進における有効性研究

20 農学系 教授 地頭薗　隆 鹿児島県 A 口永良部島噴火に伴う土砂災害の実態，予測，対策と地域防災力の向上

21 農学系 教授 志水 勝好 鹿児島県 C 南さつま市での長命草による地域おこしと産地形成のための栽培技術開発

22 農学系 准教授 肥山　浩樹 鹿児島県 E 種子島サトウキビ圃場の水消費に関する実証的研究

23 農学系 教授 枚田　邦宏 鹿児島県 C 屋久島自然遺産地域における観光利用の実態と管理に関する研究

24 農学系 教授 髙峯　和則 鹿児島県 C 黒糖焼酎の風味を向上させる黒糖製造法の確立

25 農学系 教授 坂上 潤一 鹿児島県 C 種子島における忌避作物を活用した獣害回避技術の開発

26 水産学系 教授 木村　郁夫 与論町 F 島嶼圏水産業の活性化を目指した研究成果の応用と教育

27 水産学系 准教授 塩崎　一弘 与論町 F 与論島内外の消費拡大につながる食の健康機能性研究

28 水産学系 准教授 江幡　恵吾 鹿児島県 F アオリイカを対象としたかご漁業の新規導入に関する実証試験

29 獣医学系 教授 宮本　篤 与論町 E ミネラル成分を多く含む硬水に対する住民認識と24時間尿のMg測定値との関係

30 獣医学系 准教授 藤田　志歩 鹿児島県 Ｈ 地域課題発見のための学習プログラムの開発

31
学術情報
基盤セン
ター

教授 升屋　正人 与論町 C フィールドセンサーを活用した島嶼農業支援システム



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属：法文教育学域法文学系
・氏名：富原一哉（代表）
・地域志向教育研究経費区分（G）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.1

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

学生の地域心理支援力を高める教育プログラムの開発

人々が地域において豊かに暮らしていくためには、技術的支援・政策的支援にとどまらず、「心理的支
援」というよりソフトな面での地域貢献も重要である。特に鹿児島は、高齢化・過疎化・離島などが抱える
地域特性の中で生じる特異的な心理的問題に対し、それを解決し地域の心の健康と福祉を実現できる人材の
育成は急務と言える。そこで本プロジェクトは、教員と学生が協力して地域の心理的ニーズに応え、さらに
それを通して学生の実践的な技能獲得を図るカリキュラムを構築することを目的とした。

本プロジェクトでは、学生の地域心理支援力を高める教育プログラムを開発するため、以下の取り組
みを実施した。

(1)「地域心理支援のための基礎データ分析」
地域の心理支援業務に関するデータの分析援助を行うことで、大学の地域貢献を推し進めるとともに、

地域との連携強化を図った。2016年度は病院・自治体等から5件の依頼があり、「心理士介入の効果の検
討」や「心理支援技法の有効性の検証」等について、e-mailによる分析手法の助言・指導あるいは匿名
化されたデータを受けての統計分析を実施した。

(2) 「地域心理支援実施者の講演会」
地域心理支援力養成の実践的教育の試みとして、地域心理支援実施者等の講演会を２回行った。
第１回：平成28年10月14日 『家庭裁判所調査官～家族・人・社会の架け橋』

講師：鹿児島家庭裁判所 家庭裁判所調査官 ２名
第２回：平成29年3月17日 『伝えることと、支えること - 心理支援を考えるために』

講師：テレビマンユニオン ディレクター 大西隼氏
HIV陽性者支援NPO Rinかごしま スタッフ諸氏

(3)災害時における心理支援業務についての理解を深める「地域心理支援現場の見学研修」
平成29年2月27日に、災害時における心理支援業務についての理解を深めるため、昨年震災に見舞われ

た熊本県の福祉総合相談所への見学研修を行った。

本年度は、あまり学生自身が現場に出て活動することはできなかった。今後はさらに教員と学生が協力
して、地域の心理的ニーズに応える取り組みを行っていく体制を築いていく必要がある。また、これらの
取り組みにより得られた知見や成果は、平成29年度新設の法文学部人文学科心理学コースにおいて開講予
定の「コミュニティ心理支援実習」および「産業心理支援実習」の授業実施に活かされる予定である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 法文学部経済情報学科
・氏名 萩野 誠，馬場 武
・地域志向教育研究経費区分（D）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.2

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

ブランドマネジメントによる離島観光振興の可能性：薩摩川内市甑島を例と
して

本研究は，27年度の地域志向教育研究経費課題の継続的な位置づけである。前年度の研究において，甑
島の地域経営と地域観光の相乗的な発展のためには，ブランドマネジメントのフレームワークを応用し，
甑島のブランド力の向上を目指すべきとの結果を得ている。本研究ではこの結果を継承し，甑島を事例に，
ブランドマネジメントによる離島観光振興の可能性を検討することを目的としている。また，調査研究を
本学学生と実施するPBL（プロジェクトベーストラーニング）型の地域志向教育の遂行も目的の一つとして
いる。

1．ブランドマネジメントの観点からみる甑島
1-1. 甑島の観光ブランド要素

現地調査を通じて，甑島には多くの観光に貢献するブランド要素があることが確認された。具体的
には，国定公園をはじめとした自然環境や植物，島嶼特有のアクティビティ，TVのロケ地，海産物，
特産品など多岐にわたる。しかしながら，他の観光地との優位性を築く差別化の源泉となる要素に欠
けることもわかった。
1-2. 甑島の観光戦略

観光客の主なコストは時間，お金，距離であるが，これらは消費者のイメージ（想像）の中で乗数
的に作用し，特に離島では不利に働く。観光客は，このコストを上回る提供価値を離島に期待してし
まうのである。

甑島の観光における提供価値を形成するブランド要素は多く存在するが，強く好ましくユニークな
ブランド連想を生み出すブランド要素に恵まれていない。したがって，他の島嶼の観光地との差別化
を図り，甑島ブランドを堅固にしていくには，次のような観光戦略が有効であると考えられる。
①消費者のマインドセットを転換するイメージ戦略。ex) 『隣島―りんとう―』といった距離のイ
メージ転換を図るキャッチコピーの浸透など。
②季節に左右されない観光プランの提案。ex)独自の拡張現実ベースのアプリケーションを用いたア
クティビティ（位置情報ゲーム）などにより，甑島観光の弱みである「冬季」にも「若年層」を呼び
込む。

2．地域志向型教育への反映と地域への社会貢献
本事業は，PBL型の地域志向教育として本学学生と共に遂行された。また，本事業の成果は薩摩川

内市に学生のプレゼンを通じて報告され，フィードバックを得る予定である。PBL型の地域志向型教
育と地域への社会貢献を繋げることで，双方に相乗的な効果があると考える。

学生を交えた調査を複数回実施する予定であったが，予算の都合上，1回のみとなってしまった。複数回
にわたって学生を調査に帯同することができれば，教育上の効果も高まると考えられる。

今回は，甑島の事例の検討にとどまったので，本調査と前年度の調査などを踏まえ，今後の離島観光の
あり方についてさらなる検討をおこなう予定である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 法文学部
・氏名 市川英孝
・地域志向教育研究経費区分（G）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.3

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

離島でのエコツアー実践の可能性―資源ベース理論による与論島での事例検討―

地方、特に離島では地域活性化の方策の一つとして、それらが持つリソースをどのように活用すべきか。
多くの地域で地方活性化の名のもといろいろな取り組みがされてきたが、その明確な成果は現れていない。
最近、エコツアーが多くの地域で実施され、エコツアーにより観光客を増加させようと試みられている。
ただ成果を実現するには間断ないエコツアーを提供しなければならない。
そこで本事業は、与論町がもつ観光資源を学び、地域活性化につながるエコツアー実施の可能性を探る。
その実施例と可能性について学生にも考察してもらう。

奄美や甑島ではエコツアーを計画され、実施されている。それらの地
域でもつ観光リソースをいかに活用するか、そして観光地としての選
択をしてもらう、手段の一つとなっている。与論島でもエコツアーが
計画されており、与論島で滞在する際のきっかけの一つとして考えら
れている。しかし、奄美などと比較して与論島は多くの地域で開拓さ
れており残された自然が少ないという。その環境下、他の地域ではな
い与論島がもつきれいな海も利用して、エコツアーが計画されている
点は非常に興味深い。
このように地域がもつリソースは地方だからといってどこでも同じ

ではない。これまで地域活性化ではどの地域でも金太郎飴状態になっ
てしまっていたが、与論独自のエコツアーを評価する機会となり、他
の地域での展開が期待できる。

今回は、計画されている２コースのエコツアーを学生が周り、これ
まで与論島について偏見がない彼らが、想定される観光客として実際
に魅力的なコースであるか、もし不都合な要素があれば、それを率直
に提案することができた点が、非常に成果として評価できる点である。

与論島は限られたリソースの中、大型飛行機が就航した沖縄本島や
石垣島、宮古島などとは異なり、プロペラ機が鹿児島、沖縄から１日
１便という不便な状況で、その魅力をいかに提供でき、差別化できる
かがこれからの生き残り策となるだろう。その点で、計画されている
エコツアーが与論島の魅力を引き出すきっかけになると考える。

与論島でのエコツアーがこれから展開されるため、実際にこの計画がその目的に合致するかである。与論
島では、ダイビングなどの海域アクティビティは充実しているが、陸域でのアクティビティはあまりない。
エコツアーはその状況を打開し、与論島の文化、歴史面を発見させてくれる機会でもあるため、観光客が
リピーターとなってくれるような内容へ貢献することが今後の課題である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 鹿児島大学法文学部
・氏名 山本一哉
・地域志向教育研究経費区分（D）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.4

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

地方中心都市における観光を中心とした地域活性化モデルの研究

・鹿児島県の地方中心都市である、鹿屋市、霧島市、薩摩川内市は、平成の広域合併後10年が経過したが、
全国的な人口減少や高齢化の波を止めることが出来ておらず、市の周辺部において集落機能の維持・存続
が危ぶまれている地域が多数出現している。また、一方では、中心市街地の衰退も著しく、空洞化が顕著
になっている。
・鹿児島県内の３つの地方中心都市における諸課題を洗い出し、その解決策を模索することを通して、社
会科学や人文科学の理論分析や実証分析の方法論を地域でどのように応用し、活用することが出来るかと
いうことを学生達に考えさせる能力を身につけさせる契機とした。

・今年度は、３つの都市の中心市街地の諸問題を取り上げて、
①この25年間において変わった経済政策とそれに裏打ちされた制度の変更（規制緩和）による中心市

街地と郊外の変化をとらえる。
②各都市の中心市街地の現状と問題点を洗い出す。
③その問題点の共通部分と異なっている部分を明らかにする。
④3つの都市の景観の変化を現地で観察することによって、①～③のことを確認し、その要因を考察

させる。

・さらに、３つの地方中心都市について、中心市街地の変化を調査した。３つの都市の中心市街地に
ついて、
①自然地理学的な地形区分の検討。
②「まちづくり3法」の変遷とその効果を明らかにすることによって中心市街地の課題を探る。
③中心市街地活性化協議会の活動の検討。
④中心市街地と郊外地域の均衡ある発展の可能性。
⑤中心市街地活性化と観光の可能性。
を模索していく。

そして、これまでに入手した基本データや資料を詳細に考察・検討することによって現状の詳細な
検討を行い、地方中心都市の中心市街地の課題や問題点を明らかにしそれを提示することによって、
それぞれの都市の中心市街地のこれからの展望を考えるための材料を提供した。

・今後の課題としては，中心市街地の再生と観光との関連性を考えることにより、地方都市における地域
活性化モデルの検討を行う可能性を模索した。

・さらに、中心市街地と郊外との均衡ある発展についての可能性も模索していく。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・小澤永治（大学院臨床心理学研究科）
・今村智佳子（障害学生支援センター）
・地域志向教育研究経費区分（G）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.5

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

地域社会において発達障害児・者へのコミュニケーション支援をリードする
人材育成のための心理支援実習の検討

平成28年4月より「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が施行されたが，特に目に見えな
い障害である発達障害をもつ人々に対して，適切に理解し合理的配慮を提供してゆくプロセスの実現は，
大きな地域課題となっている。

本研究では，鹿児島県内で行われる発達障害児・者と生活を共にしながら実施する宿泊型の心理支援実
践に学生を派遣し，対象者への支援効果を検討すると共に，学生が実際の支援の場に参与することが与え
る，発達障害への理解と支援に関する教育的効果を検証することを目的とする。

平成28年8月16〜21日にかけて鹿児島県内の施設において，発達障害を始めとした障害を持つ児
童・成人7名およびその保護者を対象とした，臨床動作法に基づく集中宿泊訓練会が開催された。大
学院臨床心理学研究科の学生8名が参加し，実習指導を受けながら実際の支援の場に関与した。訓練
会終了後に，対象者の保護者および参加学生に対する質問紙調査を行った。

参加した発達障害児・者の保護者からは，対象者の姿勢や運動制御の改善に基づく自己コントロー
ルの変化，課題へ取り組む際の集中の向上や情緒的な安定など，援助効果が報告された。

参加学生への調査からは，言語的・対人的コミュニケーションの困難を抱える人々に対して，から
だを介したやりとりから社会的関心を理解すること，姿勢保持や課題動作の変化から情動やコント
ロールの向上を促す関わりなど，対象者の理解・支援に関する気づきが得られたことが示された。

以上より，集中宿泊訓練会という形態の心理支援実習を展開することで，発達障害児・者への直接
的な支援効果の達成と，地域の中での理解者・支援者である学生に対する実践的教育効果の達成を果
たすことができたと考えられる。

本研究で検討したとおり，臨床動作法に基づく集中宿泊訓練会による発達障害児者への支援効果および
学生への教育効果が示された。今後，対象となる障害児・者を拡充しつつ，支援者となる学生を幅広く募
集すること，加えて卒後の社会人等も含めた継続研修の機会を確保することが必要になると考えられる。

また，発達障害に関しては，近年多様な心理教育的支援技法が開発されている。他技法との比較が可能
な標準化されたアセスメントを用いた効果研究を行い，臨床動作法の持つ独自性や意義についてより詳細
な検討を重ねることが求められる。

写真：集中宿泊訓練会における対象者・学生の様子



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 教育学部地域社会教育専修
・氏名 金子 満
・地域志向教育研究経費区分（ G ）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.6

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

子ども・若者を対象としたＩＣＴ利用による地域文化・歴史等に関する学習方法の開発

少子高齢化が進む地方都市において、地域の豊かな伝統や文化は衰退しつつある。その際重要なのは、これ
らを維持継承していくための子ども・若者の存在であり、彼らの積極的な地域社会への参加・参画が今求めら
れているが、労働と生活との乖離、個々のライフスタイルの多様化を背景に両者の結びつきは弱まりつつある。
そこで本研究では、地域社会における子ども・若者と地域社会との結びつきを再構築するためのあらたな活

動実践として、直接的な地域課題への参加・参画という方法ではなく、まずは自分たちが生活する地域の文化
や歴史を楽しく学ぶ学習が必要であると考え、新たな学習方法の開発を地域住民と若者である鹿児島大学の学
生とで共同開発することを目的とした。

子ども・若者による地域活動に対する参加・参画の脆弱さの要因の一つに、同活動が大人たちの視点や
都合に基づいた活動に縛られていた点が挙げられる。今求められているのは、地域の文化や歴史を楽しみ
ながらまちづくりに参加・参画するという新たな学習方法である。本研究におけるヒアリング調査の結果、
子ども・若者が興味関心を示す「ゲーム」の要素を活用した「ゲームフィケーション」をまちづくり活動
に取り入れることで、子ども・若者層の参加・参画が活発に展開する点を明らかにした（鹿児島県与論町
における「リアル人生ゲーム」の実践）。すなわち、シリアスな地域課題に対する解決を自らの問題関心
と乖離した状態で、直接的に子ども・若者に問うだけでは効果が薄く、むしろ自身の生活空間とかかわり
つつ、楽しみながらできる活動実践でなければ彼らの主体的な参加・参画は望めないという点である。

この点を踏まえ、まずメインとなるゲームのデザインを行った。その際、問題となったのは、特定の地
域の文化や歴史を学ぶためのゲームでは、他の地域に対する汎用性が低い点であった。そこで、地域文
化・歴史を学ぶためのプラットホームと子ども・若者による直接的な体験や実践活動を行うためのプラッ
トホームに分け、プログラムを開発した。ＩＣＴ活用は前者のプログラムで行うこととし、今回は主に後
者のプログラム開発として「知」「徳」「体」をモチーフにしたプログラムの開発を行った。

「知」「徳」「体」をモチーフにしたプログラムの開発を行い、薩摩川内市の可愛地区に住む小学生を
対象に実践を行った。「知」とは、パズル要素を取り入れたゲームであり、「徳」とは、友達との協力や
他者とのコミュニケーションの要素を取り入れたゲームであり、「体」とは、
ボールや遊具を使って、フィジカルを使いながら楽しむゲームである。実践
に対するヒアリング調査の結果、友達と協力したり、体や頭を使ったりと直
接体験を基にした活動に対する満足度が高く、普段の生活の中に浸透してい
る、消費型のマルチメディアゲームと比較しても十分に選択される実践であ
ることを明らかにした。このゲームの結果を基に展開される、地域の文化や
歴史をモチーフにしたもう一つのゲームの開発について、現在開発中であり、
引き続き実践を継続しながら地域への社会貢献を行う予定である。

今後の課題としては、本研究の成果の一つであるゲーミフィケーションの要素をとりいれた「知」「徳」
「体」のゲームの結果をもとにした、地域の文化や歴史に対する興味関心を深化させるためのもう一つの
ゲームの開発である。具体的には、地域社会における文化財や歴史をモチーフにした場所をゲームにおける
重要な拠点として位置づけ、フィクションを交えたゲームストーリを子ども・若者と地域住民と共同で学習
しながら作成し、ゲーム内部に取り込むことで、遊びながら地域文化や歴史の要素に触れるという活動実践
を行う予定である。その結果、自身が生活する地域の文化や歴史に対し関心が高まるのではないかと考える。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 鹿児島大学教育学部国語教育講座
・氏名 原田義則
・地域志向教育研究経費区分（Ｇ）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

与論島における国語力の向上を図る小中高大接続の基盤システムの研究
研究課題名

No.7

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

文部科学省「高大接続システム改革会議」の「最終報告」（平成２８年３月３１日）が出された。そこで求められている
学力は単に高校の３年間だけを接続すればよいというものではない。小中高と大学の教員が協働的に取組み，相
互に補完し合う新しい接続システムを構築する必要がある。特に，国語科については，昨年１２月に問題例が報道
され注目が集まったことは，記憶に新しい。全国的に，国語科授業の早急な改革が求められているのである。本研
究は，こうした時代の要請を踏まえ，インターネット通信によって，与論島の学校と鹿児島大学国語教育講座と定期
的に繋ぐ「小中高大接続システムの基盤」を構築し，与論島の教育振興への支援を行おうとするものである。

（1）地域志向型教育への反映
ア 共通教育「大学と地域」における講義の充実

平成28年6月14日，21日及び12月9日・16日の4回に渡って，昨年度の成果及び本年度の取組みの
様子を紹介。その上で，「与論島及び離島の教育について考えることが，地域活性化のカギを握るこ
と」についてアクティブ・ラーニングの手法を取り入れて展開した。学生は，興味を持って取組み，発表
することができた。

イ 教育学部国語専修生及び大学院生との協働的授業研究の実施
テレビ会議システムで大学とつないだ小中の研究授業等について，流れてくる画面を見ながら授業

研究をライブ形式で実施。小中の管理職並びに現職教員と積極的に意見交換をすることもできた。
（２）地域への社会貢献に関する成果

〇Ｈ28.7.15・16 「与論島における国語力の向上を図る小中高大接続の基盤システム構築」事業に関す
るキックオフイベント

〇H28.9.23 与論中学校研究公開授業（国語科）の参観及び指導助言
〇H28.9.26 茶花小学校研究公開授業（国語科）の参観及び指導助言
〇H28.10.28 与論町教育委員会事務局来学（中間総括及び次年度以降の取組計画について）
〇H28.12.6 与論中学校授業（国語科）の実施～職場インタビューをしよう「与論中＆鹿児島大学

In「熱中教室」！
〇Ｈ29.3.15・16 与論高校出前授業（漢文の飛び込み授業実践

参加者は，与論町教育長をはじめとする教育委員会職員，与論町小中高職員並びに児童生徒，鹿児島
大学学生並びに教員，新聞社及び他関係者であり，その数は延べ312人に上る。アンケートには多くの感
想が寄せられた。なお，「職場インタビュー」は，南日本新聞紙上でも大きく取り上げられた。
このような取組みの成果は，与論町教育委員会による本研究のための予算計上，各学校の教育課程づく
りにも影響を及ぼすようになった。今後，更なるシステム化が期待される。

今後の課題として，以下の点が挙げられる。
1 本研究を継続していくための予算獲得
2 与論島を含む他離島への研究の広がり
本研究は，現在注目されている分野である。今後は。産学連携等等についても視野に入れながら，研究を
拡充していきたい。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 教育学系
・氏名 深瀬浩三・小林善仁・森脇広・永迫俊郎・吉田明弘
・地域志向教育研究経費区分（D）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.8

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

桜島・錦江湾岸一帯における地域観光資源の再評価と地域活性化への可能性

鹿児島県の桜島・錦江湾一帯は、火山活動やその歴史を間近で体験でき、世界的に稀有な「活火山との共生」する
地域として、日本ジオパークに認定されている。さらに、この自然環境を舞台に、様々な人間活動が営まれ，世界文化
遺産「明治日本の産業革命遺産」にもいくつかの施設が登録されている。このように桜島・錦江湾一帯は，学術的価値
だけでなく，観光資源としても関心が集まる。しかしながら、鹿児島県の地域活性化を考えるためには、この地域にと
どまらず、周辺地域における様々な自然・文化資源などを発掘する必要がある。さらに、これら資源の自治体を横断し
たネットワーク化を図ることで、重要な地域の教育資源として地域社会に提供できる。そこで本研究では、人文・自然
の両面から基礎資料の収集とフィールド調査を行い、地域資源の分布を明らかにして、その学術的価値を評価する。

本研究では、まず地域に関する基礎資料（文献・地図など）を収集し、あわせて現地での一次情報の収集など
を目的としたフィールドワークを実施した。自然地理学と人文地理学の両面から桜島・錦江湾一帯に存在する自
然、歴史、文化、産業、観光などに関する地域資源を掘り起こし、地理的情報の蓄積とそれら学術的な評価を
行った。

・文献・資料調査とフィールドワークの結果、当該地域における地形の形成過程が明らかに
なり、それを理解した上で集落の位置や農地の分布などから地域の成り立ちと景観的特性を考察した。

・桜島・錦江湾岸一帯の地域的特色（地域性）を明らかにしたこの研究成果を活かして、ア

クティブラーニングの手法を用いた学部の専門教育のみならず、共通教育の地域志向型の教育内容を開発する
ことができた。これにより、学生は文理融合型の地理的な見方・考え方を養わせることができる。

・桜島・錦江湾岸一帯の地域社会への貢献としては、桜島・錦江湾岸一帯における地域資源掘り起こしとその学
術的価値を明らかにすることにより、地域社会（観光振興、まちづくり、防災、地理教育、生涯学習）へ還元するた
めの地理的情報を蓄積することができた。

・桜島・錦江湾岸一帯の産業や観光等の地域活性化モデルを構築したり、また、自発的に地域が抱える課題を
見出し、それに対応する実践的な人材を育成することに繋げていきたい。

・本研究の成果の一部は、以下の通り発表した。
深瀬浩三（2016年10月）：歴史的文化財の保全のためのマッピング化の試み―文化財地理情報データベースの利用―．鹿児島大
学地域防災教育研究センター第13回防災セミナー（於：鹿児島大学）

森脇 広（2016年11月）：地理学概説―大地系を考える―．立正地理学会地方例会（講演），（於：鹿児島大学）

・本研究では、桜島・錦江湾岸一帯の鹿児島市、姶良市、垂水市、南九州市などの観光資源としての価値の一端を
明らかにすることができた。一方、当該地域が潜在的に有する価値は他にもあり、さらなる掘り起こしと価値づけが
残された課題の一つである。鹿児島県の地域活性化を考えるためには、この地域にとどまらず、周辺地域における
様々な地域資源を発掘する必要がある。今後、鹿児島県内の地域資源の比較することにより、各地が抱える諸課
題の解決に向けた地域活性化策を検討、提案していきたい。

・今回、明らかになった地理的見所や観光資源となり得るポイントを図示し、解説を付した「巡検ガイドブック」の作
成も今後の課題である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 法文教育学域教育学系
・氏名 永迫俊郎
・地域志向教育研究経費区分（E）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.9

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

地域社会の中心としての湧水の役割：清水の湧水とジッキョヌホーを事例に

生命の源である水は，自然観が変遷しても地域の真ん中にある．本研究は真水の視点からの地域把握で，シラス台
地の崖脚からの典型的な湧水である清水の湧水（南九州市川辺町）と隆起サンゴ礁のカルスト台地から湧出するジッ
キョヌホー（大島郡知名町）を事例に，地域社会の中心として湧水が果たしている役割を明らかにする．
昭和と平成の名水百選にそれぞれ選定されている清水の湧水とジッキョヌホーは，集落の象徴であり人々を結び付

けている．シラスとカルスト，水稲と畑作，薩摩半島と沖永良部島という対比を意識しつつ，地域社会の中心・象徴とし
ての湧水の役割について個別性と共通性を明らかにするとともに，水を基軸とした人間と自然の関係から地域を捉え
直して再評価することを目的とする．

湧水を突破口に地域社会にアプローチし，故郷を相対化できているかどうかがコミュニティの結束を左右するという結
論に至った反面，新たな課題も見つかった．清水地区のように少子高齢化の煽りをもろに受け，次の世代への継承が
行われない場合，地域社会はどうなってしまうのだろうか．また，現行では良好に見える沖永良部島でも，地域づくりの
担い手となっているリーダーがいつまでも君臨できるはずはなく，世代交代が必要になってくる．今回の聞き取り調査で
は，幅広い世代や中心を担うわけではない静かな構成員の声を集められていない．なお，沖永良部島内での多様性に
ついても道半ばである．今回構築できた人的ネットワークを活用し，地に足を付けた地道な地域把握を続けていきたい．

清水の湧水に関して6回，ジッキョヌホーに関して4回の現地調査を行い，本研究の結果以下の諸点が明らかとなった．
1) 水道の普及を機に湧水やホーの重要性が低下していったことは川辺町清水，知名町瀬利覚の両集落に共通するも
のの，瀬利覚がジッキョヌホーの地理的中心性を活かして字・集落の象徴としてホーに光を当てているのに対して，清水
では湧水の意義を次の世代に伝える人間集団の編成がみられず清水の湧水の存在感は風前の灯火である．
2) 水は生命の源であり，集落の立地に不可欠である．シラス台地上は地表水に乏しい一方，低地では湧水が多く分布
する．清水でもそうで，水量豊富な万之瀬川も流れており，水への渇望が低い．それに対し，カルスト台地からなる沖永
良部島では河川がほとんどなく，ホーやクラゴーといった地下水系に依存する生活が長く続いてきた．表層を流れる真
水の多寡が，シラス地域とカルスト地域に居住する人々の水への眼差し，切実性の差異を生み出していると考えられる．
3) 42の字・集落からなる沖永良部島内での水取得の困難さは一様ではなく，国頭や正名はとくに苦労したとされる．農
林水産祭のむらづくり部門の天皇杯を相次いで受賞した要因には，困難さをバネに地域社会で団結したことが挙げられ
る．他の字・集落でも独自の取り組みがされており，地域住民により選出される区長に率いられる字の自治は，行政主導
とは一線を画し，少子高齢化・人口減少時代に注目される有り様である．字とは別個に，名水のむらジッキョ自立・創造
委員会を筆頭格に，コミュニティに根ざした活動を展開する組織も少なくなく，沖永良部の島民の底力を痛感させられる．
4) 清水の湧水のすぐ真横に水元神社が，境内の一角に昭和23年に建てられた清水公民館がある．背後のシラスの急
崖での県による砂防事業（のり面工事）に伴い，平成29年度に一旦社殿が取り壊され，翌30年度に再建される予定であ
る．急傾斜地に立地する公民館は，新築の許可が下りず改築で対処するが，そこで行われる催しに子どもたちやその親
の世代の姿はほぼない．世代間交流がなく地域社会での行事が継承されない様は，沖永良部とは対照的で残念である．
5) 清水の湧水とジッキョヌホーでは現在担っている役割がまるで異なり，前者はほとんど顧みられず，後者は今でも集落
の象徴として人々が集う場所である．住民と土地・故郷との結びつきの強さを考える上で，川辺の利便性（勤め先として
の鹿児島市へのアクセスの良さ）や沖永良部の僻遠性および島民の多くが一度は島立ちしていることが重要であろう．
沖永良部では島を一度離れることで故郷を客観視できてその素晴らしさを実感できるのに対して，川辺では鹿児島市に
比べると不便などこにでもあるような田舎としてしか捉えられないことが，両者のコントラストを生んでいると考えられる．



目標の達成および成果

・所属 法文教育学域教育学系
・氏名 肥後祥治
・地域志向教育研究経費区分（ Ｇ ）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.10

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

鹿児島県下特別支援学校の重度行動障害のある児童生徒に対する
指導力向上に向けたOn the Job Training プログラムの開発および
校内支援体制構築にむけた実践的研究（２）

障害児が直面している重度の行動障害は、二次障害として理解されることが多く、その対応は一般的に
難しいとされている。しかし、行動障害が重篤になるのは、学齢期特に中等教育の時期であることが先行
研究から明らかになっているが、実際の教員養成においては、行動障害のへの対応の基本的な理解や方法
論について学ぶ機会がない場合がほとんどである。そしてこのことは、対応の難しい行動障害への教師の
誤った対応を行い障害の重篤化の背景にもなっている。そこで本研究は、行動障害に支援について学ぶOn 
the Job Training プログラムの開発とその効果の検証することを主たる目的とした。

本年度は、本研究プロジェクトの２年目である。本年は、昨年度作成した特別支援学校に勤務す
る教師むけの行動障害への支援の在り方について学ぶOn the Job Training (OJT) プログラムの有
効性に関する研究の追試を行うことを目的とした。

作成したOJTプログラムは、平成27～28年に渡りＡ、Ｂ２校特別支援学校において有効性の検証が
行われた。Ａ特別支援学校の32名の教員が参加した。プログラム実施に際しては、最終的には、参
加者の約97%が、プログラムに参加して良かったと回答しており、プログラムの中で扱った知識も、
プログラム受講後に５%水準で有意な増加傾向が確認された。また、参加者が取り組んで児童生徒の
行動面の問題も改善したことがあきらかとなった（昨年度）。Ｂ特別支援学校の教員が9名参加した。

結果は、昨年度の研究同様にプログラムに参加に対する高い評価、指導に関連する知識の増加、参加者
が取り組んで児童生徒の行動面の問題の改善が確認された。実際にはOJTプログラムは、参加者の勤務
が終了する午後5時から2時間で、基本的な講義とグループによるとグループワークが行われた。

以上のことから本プログラムの臨床的な有効性が確認されると同時に、参加した教師の所属する
学校における教員の専門性の向上に貢献することができた。

今回の研究で開発・検証されたＯＪＴプログラムは、以下の５回シリーズで構成されていた。
①「行動分析のイロハ＋α」
②「行動が続くのにはわけがある」
③「子どもの行動をそだててみましょう」
④「『問題行動』は誰にとって『問題』なのか」
⑤「もつれた糸は、わかるものから一本一本。やるときは「せーのー」で、みんなで取り組む」

このプログラムは、教員の専門性を高めるだけでなく、在籍する児童生徒への行動改善、教師間
の協力関係の推進の役割を果たすことが示された。

平成27～28年度にかけて開発・検証おこなったOJTプログラムをもちいての特別支援学校教員の専門性向
上を県教育委員会等に提案するなかで本研究で得られた研究成果を広める試みを計画していきたい。その
上で予算、研究協力校の状況等に今回は進めることが難しかった体制構築に関する研究の部分は、推進のドライ
ブとなるため引き続き取り組んでいく必要があるものと考えている。

研究の背景と目的



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 理工学域工学系 機械工学専攻
・氏名 小金丸 正明
・地域志向教育研究経費区分（…C…）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.12

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

地域バイオマス資源の産業応用に関する調査研究

薩摩川内市のバイオマス資源である「竹セルロースナノファイバー」の産業応用に関する調査研究を実施す
る。セルロースナノファイバーは、竹等の国内に豊富に存在するバイオマスから生成され、炭素繊維等に替わ
る低価格・高性能材料として注目されており、経済産業省等の国の機関でも積極的にその研究開発を支援して
いるところである。一方で、川下産業・製品が必ずしも明確ではなく、産業応用のためにはこれらを明確にす
る必要がある。本研究では、セルロースナノファイバー強化複合材料の力学特性に関する基礎的な研究を行う。
また、地元自治体（薩摩川内市）及び企業とセルロースナノファイバーの産業応用に関するネットワーク形成
を目指す。

●産業応用に関するネットワーク形成について
薩摩川内市では、「薩摩川内市竹バイオマス産業都市協議会」を組織し、会員である地元企業とともに地元

バイオマス資源の有効利用による高付加価値産業の育成と雇用創出に力を入れている。研究実施者は当該協議
会の会員となり、セミナーへの参加や地元企業との意見交換を行った。また、薩摩川内市の担当者およびコー
ディネーターと薩摩川内市のメーカを訪問し、竹セルロース強化複合材料の製品への応用や共同研究テーマの
模索等を行った。これらの活動を通して、当該研究テーマに係わる地元でのネットワークが構築できた。
●セルロースナノファイバー強化複合材料の力学特性に関する基礎的な研究について

本調査研究では、竹セルロース強化ゴム複合材料の応力－ひずみ特性を評価し、従来使用されているカーボ
ン強化ゴム複合材料と比較して代替性を評価した。図１に、天然ゴムをベースとして製作した竹セルロース強
化ゴム複合材料の引張試験片の写真を示す。図２には、引張試験によって得られた応力－ひずみ曲線を、カー
ボン強化ゴム複合材料と比較して示す。竹強化ゴム材料の応力－ひずみ線図の立ち上がりは、カーボン強化ゴ
ム材料と同程度であり、竹の配合量を増やすことによって、機械的特性を向上させることができる可能性があ
ることが分かった。図３には、ヤング率（剛性）をカーボン強化ゴム材料と比較して示す。図３から分かると
おり、竹強化ゴム材料はカーボン強化ゴム材料と同程度のヤング率を示すことが分かった。今後さらに検討を
進めることにより、カーボン材料の代替としてゴム複合材料製品を実現できる可能性があることが分かった。

竹セルロース強化複合材料の具体的な産業応用への展開を図る実用化研究を立ち上げるまでには、さらに
調査研究が必要であることが分かった。今後、本調査研究で構築した地元企業や行政とのネットワークを活
かし、さらに実用化へ向けた検討を進めていく予定である。

図１ 竹セルロース強化ゴム
材料の引張試験片 図２ 応力－ひずみ線図 図３ ヤング率の比較



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 理工学域工学系 建築学専攻
・氏名 鷹野 敦
・地域志向教育研究経費区分（G）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.13

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

地域の森林資源を活用した「子供の建築学校」

「衣食住」は人間生活の基本であるが、初等教育における「住」の比重は小さい。しかし、地域の住環境

について早くから学ぶことは、地域志向型の人材を育てる上で大変重要である。本件では、地域の重要な

資源である「木」に着目し、森についての勉強から、そこから採れる木材を使った「ものづくり」を通し

て、自分たちが暮らす地域の環境について、またそこで住まうことについて、子供達が体験的に学べる場

を、産学協同で設立する。

2016年7月30-31日の2日間、県内から応募のあった小学校3-6年生15名（応募35名から抽選）を対象に、

フィンランドの家庭において“子どもの独立心を育む” ことを目的として伝統的に建てられる「あそび

小屋」をモチーフに、鹿児島の資源である木材を使った小屋の建設を行った。 15名を3グループに分け、

それぞれに大学生がリーダーとして加わり、森林や木材に関する座学からスタートし、最終的に2畳の広

さの小屋を3棟建設した。道具の使い方に不慣れな子が多かったが、可能な限り子供たちが主体的に作業

を行えるよう指導に配慮した。夏の暑い日であったが、全員集中力を切らすことなく取り組み、自分た

ちが立ち上げた建物に感動している様子だった。子供たちからは「もっとやりたい」という感想が多く

出された。

2016年11月5日・19日には、7月と同じメンバーを対象に、あそび小屋に「あかりを灯す」をテーマとし

て、電気の仕組みに関する座学、各小屋の照明計画、配線や照明の取り付けを行った。生活を支える電

気の仕組みと働きを学び、それを自分たちで建物に持ち込みあかりを灯すという一連の学習によって、

日頃何気なく使っている建物や電気について身近に考える良い機会となったと感想を得た。

2017年2月24-26日には、鹿児島デザイン協会が主催する「デザイン百覧会」に出展し、子供たちに小さ

な紙の家を作ってもらうワークショップ及び、これまでの活動の展示を行った。子供たちが思い思いの

家を作り、できたものを順次飾っていくことで、作業風景自体が展示という趣向で本取り組みの紹介を

行った。ワークショップには3日間で合計100名ほどの子供たちが参加し、保護者の方々からも好評を得

た。また、本展示は優れた展示作品として奨励賞を受賞した。

子供の建築学校の1年目の取り組みとして、以上3回のイベントを開催し、子供たちの反応や運営の仕方

など、様々な知見を得ることができた。また、活動は新聞やテレビの番組で多く取り上げられ、社会か

らの関心の高さも実感することができた。

上記の通り、今年度は取り組みの初年度として大きな成果を得た。来年度は、予定通り通年のプログラム

として、月2回の開校を予定している。塾のような感覚で楽しく通ってもらえる学びの場を整備したい。

今年度は建物に注目をして活動を行ったが、来年度のプログラムでは資源や環境、街並みといった生活環

境全般に関する内容をさらに盛り込み、取り組みの目標達成へ向けてより深く取り組んでいきたい。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 理工学域工学系（化学生命・化学工学専攻）
・氏名 下之薗 太郎
・地域志向教育研究経費区分（C）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.14

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

焼酎滓バイオガスの電気化学的高温改質による水素製造

未利用の国産バイオガス（メタン60 %‐二酸化炭素 40 %を含み、食物残渣、焼酎滓、下水汚泥等からメタ
ン菌により発生するガス）の改質による水素製造が期待されている（CH4 + CO2 → 2H2 + 2CO）。当研究室
では、独自に開発した電気化学反応器を用いて模擬バイオガスを改質し、水素を製造することに成功して
いる。本研究では西薩クリーンサンセット事業協同組合(いちき串木野市)で1日に12,000 m3製造されてい
る焼酎滓バイオガスを用いて改質の実証試験を行った。また、安価な汎用性金属の電極性能を調査すると
ともに、電気化学反応器の長期耐久性を評価した。研究開発を通じて環境・エネルギー分野で活躍できる
人材を育成するとともに、研究成果を地域社会へ還元する。

当研究室で開発した電気化学反応器は電解質が
多孔質であり、酸化物イオンに加えて反応ガスの
輸送が可能である。バイオガス改質反応を化学的
及び電気化学的に進行させることができる。電解
質にCe0.9Gd0.1O1.95(GDC) 、陰極にNi–GDC複合体、陽
極にRu–GDC複合体を用いて多孔質電気化学反応器
を作製した。図1はバイオガス改質後の出口ガスの
組成と流束及び電気化学セルを流れた電流値を示
す。800℃、1 Vのとき、水素と一酸化炭素が1:1の
割合で生成した。水素と一酸化炭素の出口ガス組
成は合計で90%以上であり、12時間にわたり安定し
ていた。一方で、ガス流束と電流密度は増加した
後、減少した。2 Vに電圧を増加させると、ガス流
束と電流は増加し安定した。約90%のH2-CO混合燃料
が12時間にわたり安定して生成した。700℃では、
H2-COガスの生成が時間とともに緩やかに低下した。
600では、わずかに水素が生成した。改質実験後の
電気化学反応器の分析では、構成材料の相変化が
起きていないこと、Ni-GDC陰極で炭素析出が起き
たことがわかった。また、汎用性金属を用いた電
気化学反応器の性能評価も行った。詳細について
は、特許出願のため本学産学官連携推進センター
知的財産部門の指示により公開を控える。

当研究室が独自に開発した多孔質電気化学反応器を用いて実バイオガスから水素を製造することに成功し
た。本電気化学反応器を実用化することが今後の課題である。反応器のスケールアップ、ガス-電気-熱の
流れを管理するシステムの設計が必要となる。水素製造コストを既存技術と比較することも重要である。
加えてバイオガスの供給、電気化学反応器による水素製造、水素の利用をつなぐモデルケースの構築が必
要である。これらの課題は大学で行える範囲を超えており、企業と連携して進めることが必要である。
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図１ (a)出口ガス組成、(b)流束、(c)電流密度の変化
（印可電圧1–2 V, 600–800℃ ）



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 理工学研究科（工学系）海洋土木工学専攻
・氏名 山城 徹
・地域志向教育研究経費区分（B）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.15

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

潮流発電に関連した鹿児島県長島海峡及び黒之瀬戸の潮流パワーポテンシャルのマッピング

長島海峡及び黒之瀬戸は我が国の海峡，瀬戸の中でも潮流の強い海域の一つであり，最強流速は長島海峡
で約2.9m/s，黒之瀬戸で約2.4m/sに達することが報告されている．そのため，これらの海域は総合海洋政策
本部によって，平成26年には潮流発電の実証フィールド候補に指定されている．本研究の目的は，数値計算
と現場観測から，これらの海域の潮流パワーポテンシャルのマップを作成し，ポテンシャルを基にした潮流
発電の適地を示すことである．また，潮流発電を設置した場合に抽出可能なエネルギーポテンシャルを算定
し，さらに発電装置周辺海域の潮汐，潮流場への影響を評価している．

本研究は八代海と有明海を含む海域を計算領域とし(図-1)，非構造系三角系格子を用いた三次元有限体積
法数値モデル (FVCOM) (Chen et al., 2006)で，長島海峡及び黒之瀬戸の潮流とそのパワーポテンシャルを
算定した．発電装置設置による潮汐，潮流場への影響については，Yang et al.(2013) の提案した外力項を
モデルの運動方程式に加えることで評価した．数値計算の精度を検証するために，潮位は気象庁と国土地理
院の検潮所記録，潮流は鹿児島県と第十管区海上保安本部の定点測流記録を利用させて頂いた．

15昼夜平均の潮流パワーポテンシャルは，長島海峡では赤島付近において2.0kW/m2 ，黒之瀬戸では黒之
瀬戸大橋付近において 6.0kW/m2 の最大値を取り(図-2の赤い部分)，ポテンシャルの面では，これらの地点
が潮流発電の適地であることを示した．さらに，これらのポテンシャルの高い地点に直径18mのブレードを
もつ発電装置を20機設置すると，長島海峡 (黒之瀬戸) では日平均して 447MW (540MW) のエネルギーポテ
ンシャルを抽出できることを明らかにした．この場合，大潮期において，装置近くの潮位振幅は長島海峡
(黒之瀬戸) において0.5cm (3.5cm) 小さくなり，潮流は長島海峡 (黒之瀬戸) において上げ潮時で 6cm/s (11 
cm/s)，下げ潮時で 4cm/s (10cm/s) 小さくなることを示した(図-3)．すなわち，潮流発電装置の近傍では，
長島海峡 (黒之瀬戸) の潮位振幅は0.03% (2.34%)，潮流は1.62~2.33% (2.23~2.69%) 減少することになる．

本研究で算定したポテンシャルは水温と塩分を一様とした混合期を対象とした数値計算の結果であり，成
層期では混合期よりもポテンシャルが小さくなることが予想される．したがって，潮流パワーポテンシャル
の変動については，半日，朔望周期だけでなく年周期も把握しておくことが重要である．今後は、海面熱収
支や河川流入を組み込んだモデルを開発し，海洋の成層強度によって，長島海峡や黒之瀬戸の潮流パワーポ
テンシャルがどのように変化するか，明らかにする．
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研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 理工学域工学系 海洋土木専攻
・氏名 長山昭夫
・地域志向教育研究経費区分（A）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.16

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

鹿児島湾内の複雑地形に起因した津波流動がタンク群へ及ぼす波圧の推定

【背景】
1)鹿児島湾中央西部には世界最大級の石油備蓄基地があり50 基を超す石油タンクが設置されているが
津波によるタンク群への作用波圧については未解明な点が多い。

2)鹿児島湾は特異な地形条件を有しているため想定を超えた津波が襲来する可能性がある。
【目的】

格子状に配置されたタンク群への津波作用波圧について明らかにする。

・タンク群のモデリング(A)(B)
3次元解析のため石油タンクを想定した円柱

を格子状に配置しメッシュを作成し、さらに
円柱周辺についてネスティング処理を行い計
算負荷を軽減した。
・無次元波圧変動の検討(C)(D)

津波の条件を3ケース設定し前列と後列円柱
の側面に作用する無次元波圧変動を求めた。
前列前面においては3～3.5倍程度の波圧が生
じることがわかり、さらに後列においては2～
2.5倍程度の波圧を確認した。
また前列では円柱前面で最大波圧が生じる

が、後列においては前面ではなく前面からず
れた位置で最大波圧が生じることがわかった。
・津波の遡上課程の検討(E)(F)(G)

3次元解析結果を可視化し円柱群周辺におけ
る津波の遡上を検討した。遡上津波の先端部
は前列において円柱の前面に衝突するが、後
列においては前列円柱を回り込み、前面から
ずれた位置に衝突することが明らかになった。
またこのような流動特性が前列と後列の最大
波圧の発生位置の違いの要因だとわかった。

・格子条件と入射津波の検討
格子と入射津波の条件を複数組み合わせ作用波圧に与える影響を検討する。

・大型平面水槽を使用した模型実験
数値計算結果の妥当性の検討のための模型実験を実施する予定である。

・現地地形の再現と数値計算
備蓄基地で地形条件(たとえば防油堤)を再現し津波作用波圧の検討を行う。

(A) (B)

(C) (D)

(E) (F) (G)

前列 後列



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属理：学術研究院理工学域工学系
・氏名：齋田 倫範
・地域志向教育研究経費区分（A）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.17

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

水害・土砂災害の防除に向けた肝属川流域における水文現象の実態把握

水害による被害の軽減には，降雨流出過程の実態把握が重要となる．本研究では，南九州特有の地質で構
成される鹿児島県内の山地流域における水文・流出過程の実態把握，ならびに降雨流出特性を評価可能な
一連のシステムの構築を目的とし，以下の内容を中心に実施した．
①流域における降雨流出過程を予測するための数値モデルの構築
②継続的な水文データ取得体制の構築

①河川水の濁りや植生の繁茂など，年間を通して河川・河岸の状況が変化するため，撮影画像から水面位
置を検出する手続きが完全に自動できていない，水面検出のためのアルゴリズムに改善が必要である．
②流出解析においては，川内川を対象とした既往の研究で用いられているモデルパラーメータの値では肝
属川流域の現象を表現できず，パラメータ値を大きく変更する必要があった．パラメータ値の妥当性につ
いて精査が必要である．

本年度は以下の研究を実施した．
①河川最上流部では，河川流量が小さく土砂生産量が活発である．このような小流域では，活発な土
砂流出によって計測機器が頻繁に埋没するため，圧力式水位計で継続的に水位データを計測するのが
困難である．本研究では，一般的な手法による水位計測において生じる欠測を，画像を利用して補完
する方法について検討を行った．
①肝属川水系・串良川上流部（鹿児島大学農学部付属高隈演習林）を対象とした分布型降雨流出解析
モデルの整備を行った．国土地理院の縮尺2万5千分の１地形図の等高線データから100mmメッシュの
DEMを作成し，山地降雨流出解析モデルに適用した．これにより，降雨データを入力すれば現地調査
対象流域からの流出流量を評価できる．

ソーラーパネル

投光器
タイムプラス

カメラ

射影変換
水面検出

写真1 作製した画像水位計測システム 写真2 画像による水位計測 図1 画像計測された水位と堰の公式から求めた流量



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・医歯学域附属病院 小児歯科
・佐藤 秀夫
・地域志向教育研究経費区分（Ｅ）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 小児歯科
鹿児島市桜ヶ丘８−３５−１
Tel & Fax : (099) 275-6262
E-mail: hideo-sato@dent.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.18

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

奄美群島地域における歯科を中心とした摂食嚥下障害児支援
ネットワークの構築

近年の本邦における周産期医療の現状として、① 新生児死亡率の低下、② 早産・低出生体重児の増加な
どにより、乳幼児期に障害や疾病を抱えて、それらが原因で摂食嚥下障害を有するケースも多くみられる。ま
た、奄美群島は全国的に合計特殊出生率の高い地域であり、上記障害を有する小児も多数存在すると推察され
る。当研究室は平成27年度に学長裁量経費「奄美大島を拠点とした離島地域医療人育成の推進事業」の「奄美
群島とトカラ列島における小児の摂食嚥下リハビリテーション支援」に採択され離島地域（６島）における摂
食嚥下障害児の医療支援と人材育成を実施した実績がある。本研究では平成27年度の実績を発展させて、奄美
群島地域における摂食嚥下障害児の実態調査と地域内多職種連携による支援ネットワークの構築を目的とする。

平成28年８月１日に鹿児島県名瀬保健所の協力により、大島支庁４階大会議室にて、口腔機能向上研修会
（写真左）を開催した。参加者は43名で、歯科、看護、言語聴覚士、理学療法士などの多職種が参加し、事
例検討を行った。摂食嚥下障害のある小児への対応には、多職種の連携が不可欠であるが、本検討会におい
ても、各専門職から多様な意見が出て、各職種の役割確認とネットワーク構築の重要性を参加者が再認識で
きた。本研修会をきっかけに、今後も検討会等を開催予定である。平成28年８月２日には、瀬戸内町の障害
児療育施設「ここ園」を訪問し、摂食嚥下障害児の現状視察と摂食指導を実施した（写真中央）。また、鹿
児島大学 小児歯科学分野から大学院生が2名参加し、奄美群島地域における摂食嚥下障害児の問題点と解決
方法について学んだ。上記研修会に加えて、奄美市保健センターとかごしま口腔保健協会の協力により、
「乳幼児期の口腔機能向上研修会」を12月8日と2月8日、奄美市役所4階大会議室において開催した（参加者
12月8日：４２名、2月8日：４０名、計８２名）。また、NPO法人チャレンジドサポート奄美および県立大島
病院小児科の協力により、「障害児の摂食指導（写真右）」と「奄美大島内の多職種と鹿児島大学歯学部と
の連携体制構築に関する協議」を12月9日と2月9日、県立大島病院２階小児科外来において実施した（症例23
症例、協議参加者１０名）。2月9日の「障害児の摂食指導」には鹿児島県言語聴覚士会の池上俊幸会長を南
九州市から招き、現地の言語聴覚士への技術指導にあたるように手配した。また、与論町においても同研修
会をかごしま口腔保健協会の協力により、11月28日と2月13日に開催した。

本事業を通じて、奄美大島の多職種（多組織）と連携および鹿児島大学歯学部との連携が深まったとと
もに、島内での職種間ネットワーク作りの継続的に摂食指導を継続することや、歯科医療に関する連携を
継続することで合意し、平成29年度以降も今回の事業を継続することを確認した。歯科医療を中心とした、
多職種によるネットワーク作りと奄美群島全体における支援を継続して行う予定である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 医歯学総合研究科 口腔顎顔面補綴学分野
・氏名 西 恭宏，藤島 慶
・地域志向教育研究経費区分（ E ）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.19

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

オーラルフローラからみた鹿児島県特産品の健康増進における有効性研究

鹿児島県には県内外へアピールできる多数の地域特産品が存在する．その中でも焼酎,お茶,黒酢の知名度
はとても高い．これら特産品の県内外への更なる浸透を図るために,これら特産品が示す健康増進における
有効性能に着目した．

これらの地域特産品は口腔より摂取するものであり,特産品の摂取によりもたらされる抗菌/抗真菌活性に
よる良好なオーラルフローラの構築は全身性への健康増進へ繋がる．良好な口腔環境の構築から全身性への
健康増進を目指すとともに,本検証により獲得された知見を広く県内外へ周知することで更なる県特産品の
消費活性の促進を目指す．

良好な口腔内環境の構築から全身性への健康増進において,keyとなるStreptococcus mutans(以
後,S.mutans)またCandida albicans(以後,C. albicans)の二菌に着目した．S. mutans はう蝕原生菌
として知られ,スクロースを原料にして歯面に粘性の強い不溶性グルカンを産生し,う蝕の原因となる
バイオフィルムを形成する．一方,日本は超高齢社会を迎え,厚生労働省が発表した死因の第三位は肺
炎であり、そのうち誤嚥による肺炎は70歳以上の70%を占める． C. albicans は常在菌として広く全
身に分布し,誤嚥性肺炎の起因菌としても知られる．今検証では,これら二菌に対する県特産品が示す
抗菌作用および抗真菌作用に着目した．抗菌/抗真菌試験として,軟寒天を用いたdisk穴開け法と抗菌
活性評価法を行った．両検証結果を以下に示す．

良好な口腔環境の構築から全身性への健康増進を目指し, 今回は地域特産品の示す抗菌 / 抗真菌活性評価
を行ったが, 今後は更なる基礎研究を積み重ねる必要がある．基礎研究の積み重ねにより, 将来的には口腔内
における地域特産品のプロバイオティクスへの応用を目指す．
地域特産品を用いたプロバイオティクスへの応用研究への発展により, 地域学生に特産品に興味を持ってもら

い地域に根差した地域志向型教育へとつなげられたら最良であると考える．

disk 穴開け法では阻止円の形成は認められず,殺菌的な
効果は得られなかったものの,黒酢および高濃度の焼酎に
おいて一定の抗菌および抗真菌活性が認められた．



研究の背景と目的

・所属 農学部
・氏名 地頭薗 隆
・地域志向教育研究経費区分（A）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.20

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

口永良部島噴火に伴う土砂災害の実態，予測，対策と地域防災力の向上

口永良部島の新岳は2015年5月29日に噴火し，その山体斜面は火砕流や降下火砕物に覆われた。細粒の火砕
物が地表面を覆うと，浸透能が低下して表面流が発生し，さらにリル・ガリ侵食によって多量の土砂が生産さ
れ，土石流の発生につながる。本研究の目的は，新岳噴火に伴う山体斜面の土砂移動現象と水文環境を把握し，
今後の口永良部島の防災対策に資する基礎資料を得ることである。

2017年1月に口永良部島の土砂移動現象，水文環境，土砂災害等に関する現
地調査を行った。
図１は，向江浜川流域（流域面積1.4km2）の荒廃状況と下流部の土石流被

害である。向江浜川流域は火砕流や降下火砕物が堆積して浸透能の低下による
表面流の発生とリル・ガリ侵食が進み，海岸部は土石流に襲われた。図２は，
向江浜川の最上流斜面（標高500～600m，面積0.025km2 ）の空中写真判読に
よるリル・ガリ分布図である。噴火前は森林地であったが，噴火によって植生
が破壊され，火山灰が堆積して多数のリル・ガリが発達している。新岳周辺の
立ち入りが可能な区域で簡易な散水型浸透能試験を行った（図３）。方法は以
下の通り，①傾斜約15度の斜面に水平長100cm×幅50cmの長方形区を設定，
②長方形区の最下端に表面流を集水する樋とタッパーをセット，③水2000cm3

を如雨露により約60秒間で長方形区に均一に散水，④表面流出量を計測，⑤
表面流出量がほぼ一定になるまで③～④の作業を繰り返して最終値から浸透能
を計算する。2017年1月の調査時は5地点とも100mm/h以上の浸透能を示し，
大きな低下はみられなかった（図４）。2015年噴火に伴う火山灰がS1地点で
2cm程度，S4地点で1cm程度堆積していたが，落葉と混ざった状態になってお
り，浸透能を極端に低下させる状況ではなかった。それ以外の地点には火山灰
はみられなかった。

口永良部島は，再噴火の恐れがあり，現在の水文環境を把握しておくことは噴火後の土石流発生の警戒対応
の開始と解除の際に有効な情報となり，重要である。本成果は，口永良部島の地域防災力の向上に役立つもの
であり，水文環境や土砂移動現象に関する基礎調査は今後も継続する予定である。

図１ 向江浜川流域の荒廃状況と
土石流被害

図２ 向江浜川の最上流斜面の
リル・ガリ分布図図３ 浸透能試験 図４ 浸透能試験結果

目標の達成および成果



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 農学部
・氏名 志水勝好
・地域志向教育研究経費区分（C）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.21

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

南さつま市での長命草による地域おこしと産地形成のための栽培技術開発

長命草（ボタンボウフウ）は、沖縄や鹿児島の島嶼・半島部海岸に自生し、一株食べると1日寿命が伸びるといわれ、
沖縄の長寿の秘密の一つと考えられたことから長命草の成分が分析され、ビタミンC, B1, カリウム、カルシウム、そし
てポリフェノールが豊富であることが明らかになった．近年機能性食品として注目され、特に特殊成分のイソサミジン
が泌尿器系の疾患や血管の疾患の予防に効果があることが明らかとなり、需要が高まっているにもかかわらず、野
草ゆえに栽培法は確立されておらず、大量栽培ができていない．本研究は南さつま市役所を中心として発足した産官
学の「南さつま長命草活用協議会」に栽培法を提案、現場に実装していくことを目的とし、加えて学生を自生地や農家
圃場に同行させ問題解決型の教育指導を行う。

今年度は長命草の基本的な栽培条件および形態、生態を明らかにすることを目的とし栽培を行ってきた．
加えて島嶼部・半島部の自生地および小規模の栽培農家で栽培されている長命草の調査を行った．その結
果以下が明らかとなった．

1. 長命草には小葉のボタンボウフウと大葉のコダチボウタンボウフウがあること

文献検索、および奄美大島、南さつま市での調査により鹿児島県に自生するボタンボウフウは小葉
の一般的なボタンボウフウと南さつま市で栽培されている大葉のコダチボタンボウフウ、そしてその中間型が
あることが確認できた．

2. 生育の特徴

生育は夏期に衰え、春、秋に旺盛であること、開花が始まると日長によらず花芽が出続けること、
害虫としてはキアゲハの幼虫に因る葉の食害が多いことなどが明らかとなった．特にコダチボタンボウフウ
は秋〜春での生育が旺盛であることが明らかとなった．

3. 発芽率が著しく低いこと
通常では播種後1ヶ月での発芽率は数％ （25℃暗条件）であり、農家では育苗に2ヶ月以上を要して

いた．本研究により種子の形態を観察した結果、硬実種子で吸水しにくい構造であることが分かった．そして
その点を考慮し播種法および吸水法を工夫した結果、発芽率を30％程度に高めることができた．

4. 利用部位の課題の明確化

完全展開した葉はてんぷらやサラダなどの利用があるが、農家への聞き取り調査の結果、柔らかい
新葉の野菜的利用があること、根の漢方薬的利用などの新しい課題の提示があった．

来年度の課題として
1. 発芽率の向上技術の開発
2. 栽植密度および肥培管理の詳細な試験
3. 害虫の食害の軽減技術開発
4. 根の利用法の調査
5. ボタンボウフウ、コダチボタンボウフウの利用法による栽培し分け
を想定している．



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 農学部 農林環境科学科
・氏名 肥山 浩樹・籾井 和朗
・地域志向教育研究経費区分 E

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.22

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

種子島サトウキビ圃場の水消費に関する実証的研究

作物の消費水量の適切な評価は、地域水資源の有効利用や水の作物生産性評価の観点から重要である。鹿
児島県熊毛地域におけるサトウキビの灌漑には、従来の経験値である6mm/dが用いられており、貴重な淡水
資源の利活用のためには、実証的な現地観測に基づく評価が求められている。
本研究は、種子島のサトウキビ圃場において蒸散量および土壌水分を実測により明らかにし、鹿児島県

島嶼域の農業農村整備事業実施計画に不可欠である実情に応じた畑地灌漑計画の策定に貢献することを目
的とする。

鹿児島県農業開発総合センター熊毛支場（種子島）において、サトウキビ圃場内に試験区を設け、
ヒートパルス法を用いた茎内流量測定による蒸散量の評価および静電容量型土壌水分計を用いた土壌
水分測定を行った。観測期間は平成28年8月10日から11月11日までの3ヶ月間である。

観測期間中の蒸散量は0.5～7mm/dであり、降雨時に極小値を取り、降雨終了時に急激に増加し、
その後の晴天とともに緩やかに減少した。この間のペンマン蒸発位は1.5～7.5mm/dであり、その日
変化傾向は蒸散量とほぼ一致した。連続した無降雨日である8月12日から20日の9日間（期間A）にお
ける平均蒸散量は5.0mm/dであり、日最大蒸散量は6.0mm/d（8月18日）であった。また、8月29日
から31日の3日間（期間B）における平均蒸散量は6.2mm/dであり、日最大蒸散量は6.7mm/d（8月
30日）であった。

土壌水分計はサトウキビ根域の深さ5、15、25、35、50、70cmの6箇所に埋設し、1時間間隔で測
定した。なお、対象土壌が粘性土（赤ほや）であるため、定容積サンプリングから得られた体積含水
率に基づいて出力値を補正した。水分計は天候（降雨・晴天等）による浸透や蒸発散に敏感に反応し、
この傾向は埋設深が浅いほど顕著であった。土壌水分鉛直分布の日変化から土壌水分減少法による消
費水量を算定した。平均値として、期間Aでは2.9mm/dが、期間Bでは4.3mm/dが得られた。消費水
量が蒸散量の6割前後の値であることから、蒸散に伴う土壌水分の減少が下層からの毛管上昇により
補給されていることが推察された。また、この期間において、根域の一部の土壌水分が永久しおれ点
を下回ることが認められたため、サトウキビが水ストレス下にあったと考えられる。これ以外の期間
では、定期的な降雨があり、水ストレス状態には無かったものと推察された。今後、土壌物理学的な
数値解析による詳細な検討が必要である。

種子島地域の畑地灌漑設計指針によれば、スプリンクラーによるサトウキビの灌漑は最大灌水量
30mmで間断日数5日間であることから、日灌水量6mm/dに相当する。今回の研究成果から、この値
は妥当であると判断した。

・より詳細な水分動態の解析を行うため、土壌物理学的な数値解析による詳細な検討が必要がある。
・鹿児島県内の異なる島において同様の研究を実施し、土壌や気象条件の違いが蒸散量や土壌水分に及

ぼす影響を明らかにし、鹿児島県島嶼域全体の畑地灌漑計画の策定に貢献したい。



【背景】屋久島は世界遺産登録以降、近年まで山岳地域の観光客が増加し特定の時期には混雑が生じている。しかし、
客観的なデータの積み重ねがされていないため、利用制限の合意がなされなかった。そのため、本研究では、管理の
ために必要な混雑地域における利用実態を明らかにする。

【目的】利用がもっとも多い荒川登山口から縄文杉までルートの中でとりわけ混雑が発生していると言われる大株歩道
入り口から縄文杉の細部の利用実態を明らかにし、利用制限の必要性やその他の混雑緩和策について検討する。以
上のことにより、利用制限に係る政策決定に協力する。

研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 鹿児島大学能楽部
・氏名 枚田邦宏
・地域志向教育研究経費区分（C）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

屋久島自然遺産地域における観光利用の実態と管理に関する研究
研究課題名

No.23

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

近年，屋久島では山岳部を利用する観光客の増加による屎尿処理問題や裸地化の進行等の物理的な
問題と，原生的な雰囲気の損失等の心理的な問題が生じていると言われてきた。物理的な問題に関し
ては，登山道の整備，トイレの増設等の対処が行われてきたが，心理的な問題への対処は行われてい
ない。しかし，心理的な問題を引き起こす混雑による利用者の満足度の低下は，観光の質の低下にも
繋がると考えられているため，島の経済の中心である観光業の維持継続のためには，現状を把握し，
対処する必要があると考える。

本研究では，屋久島国立公園内で最も利用が集中している縄文杉登山ルート（以下、本ルートと
略）を調査対象地として，混雑状況の把握と混雑による利用者の満足度への影響について検討した。
本ルートは片道4-5時間、往復8-10時間の行程であり、森林軌道敷と一般登山道で構成されている。
通行上ネックとなるところは、行程の一部であるため、1日の利用者数の増加に伴い、どの場所で混
雑が生じているかを検討した。その結果、休憩場所であるウイルソン株と目的地である縄文杉、また、
縄文杉からウイルソン株に至るルートで1日の人数の増加に伴い、混雑が発生していることがわかっ
た。また、この混雑の増加に伴い、混雑感は増しているがそれによる満足度の低下は見られなかった。

本調査期間以降、若干利用者が減少する傾向が見られること、さらに混雑による満足度の低下が見
られなかった要因として，利用者への情報提供による混雑感の変化と利用者の行動の違いによる利用
状況の差の２つが考えられる。また山岳ガイドの同行が，混雑感を緩和するという点で影響があるい
と考えられ、以下のガイドに関する調査を行った。

屋久島のガイド数は、1997年には約30名であったが2006年には193名と増加し、現在では約200名と
なっている。また、増加に伴ってガイドは個人ガイドとツアーガイドとの2つに区分できる。そして、
区分によって混雑への対応が異なることが判明した。具体的には、個人ガイドは自身にグループの意
向のみで自由に行動し、混雑に対処できるが、ツアーガイドは自身のグループの意向のみで行動でき
ず、混雑に対処することが難しいことが明らかになった。

屋久島における国立公園の観光利用と規制の問題に一定の指標を提示できた。特に、この間政策的に科
学的な根拠なし規制レベルと考えていた利用者数より多くても、利用者の観光の質の低下が生じないこと
が示唆された。低下させない要因として施設整備にならびガイドの存在が大きい。今回の結果は、いまま
でピークの状態(1日1000人入山）での結果ではないこと、混雑の発生状況は、施設の整備(縄文杉デッキ
等）によりさらに変化しており、継続的に動向調査および利用者の意向調査が必要である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 農学部附属焼酎・発酵学教育研究センター
・氏名 髙峯和則，吉﨑由美子，奥津果優
・地域志向教育研究経費区分（…A、B、C…）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.24

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

黒糖焼酎の風味を向上させる黒糖製造法の確立

黒糖焼酎の風味を多様化できる原料黒糖の製法を確立することを目的とし，製糖時の石灰添加が黒糖焼酎
の酒質に与える影響を明らかにする．我々は前年度の研究で，製糖時にサトウキビ搾汁液への水酸化カル
シウム (石灰) 添加量を調整することにより，黒糖の風味や β−ダマセノン(甘香成分) が変化することを
明らかにしている． β −ダマセノンは芋焼酎や黒糖焼酎に含まれ，香り閾値が非常に低いことから，黒糖焼
酎の風味に影響を及ぼす可能性が高い．そこで今年度は，前年度製造した黒糖を用いて焼酎を製造し，製
糖時の石灰添加が黒糖焼酎の風味や香気成分に及ぼす影響を明らかにする．

前年度製造した石灰添加量が異なる黒糖，Kokuto A, B, C 
(Table 1) から黒糖焼酎を製造したところ，全ての条件にお
いてもろみアルコールが16%以上となり，発酵が順調に進
むことが確認できた (Table 2)．石灰添加量の低い黒糖で製
造したShochu AはShochu Cに比べ揮発酸度が高いという結
果が得られたが，これはpHの低いKokuto Aによって二次も
ろみの初発pHが低くなり，酵母による酢酸生成が促進され
たことが原因であると考えられた．また官能試験において
は，Shochu Aが甘香及び花様，Shochu Bが果実香及びエス
テル，Shochu Cがせっけん様と評価され，それぞれ異なる
風味を有することが明らかになった．さらにGC-MSにより
それぞれの香気成分を分析したところ，Shochu Aにおいて
はShochu B や C に比べ，β-Damascenone含量が高くなるこ
とが分かった (Fig. 1)．このように製糖時に石灰添加量を抑
えることで，黒糖焼酎の甘香や花様の香りが増強できるこ
とが明らかになった＊．

本研究では原料黒糖の品質が黒糖焼酎の風味に大きく影響することが示唆された．しかしながら黒糖メー
カーでは，風味の多様化のためにサトウキビ品種や製糖時の加熱濃縮釜などに工夫がなされているものの，
焼酎メーカーでは原料黒糖の品質についてあまり着目されていないのが現状である．今後は石灰添加のみ
ならず，原料品種や製法についても検討し，黒糖の品質と黒糖焼酎の風味の関係性を明らかにする．将来
的には，求める酒質によって焼酎メーカーが黒糖を選抜できるような基盤を形成したいと考えている．

Shochu A Shochu B Shochu C

二次もろみ初発pH 3.6 3.8 4.0

もろみ酸度 6.8 6.7 6.4

揮発酸度 4.3 4.1 3

酵母総菌数 (×108cell/mL) 2.25 1.93 1.88

生菌率 (%) 29.48 24.86 25.25

試留アルコール (%) 16.0 16.6 16.8

全糖 (%) 0.99 0.83 0.79

直糖 (%) 0.31 0.14 0.19

Kokuto A Kokuto B Kokuto C

石灰添加量 (ml/2L) 3 5 7

pH

石灰添加直後 7.1 8.5 9.6
黒糖 (10%溶液) 6.1 7.3 7.8

香り
香ばしい，
キャラメル

黒糖らしい
青臭い，
穀物様

味 甘味，濃い 甘味
渋味，
後に残る
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Table 1 石灰添加量が異なる黒糖の特徴

Table 2 石灰添加量が異なる黒糖から製造
した黒糖焼酎もろみの一般分析

Fig. 1 石灰添加量が異なる黒糖及びそれから製造した黒糖焼酎のβ-Damascenone含量
＊特願2017-022378 黒糖焼酎製造法



種子島では鳥獣害の被害が顕著である。その農作物被害額は島内で約1億／年にもなる。現在もなおその被害は拡
大しているが、十分で効果的な対策は見当たらない。そこで、種子島で深刻な被害をもたらす獣害（シカ）の軽減のた
めに、哺乳動物の忌避作物として有望な熱帯産トウガラシを導入・栽培して、その効果を明らかにするとともに、島嶼の

作物生産の安定化に寄与する。

研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 農水産獣医学域農学系
・氏名 坂上潤一
・地域志向教育研究経費区分（C）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 25

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

種子島における忌避作物を活用した獣害回避技術の開発

種子島の西の表市役所の協力のもと、市内2か所に、栽培試験圃場（Ａ・Ｂ）をそれぞれ設置した。本
試験では、シカによる食害が比較的に多い圃場を選定して、そこにトウガラシの単作、また他作物（トウ
モロコシなど）との混作を行い、シカの食害について調査した。トウガラシは、鹿児島大学農学部熱帯作
物学研究室ガラス温室で育てた苗を5月に種子島に輸送して、それぞれの圃場に定植した。栽培・肥培管
理は、当該研究室が開発した浅畝マルチ・緩効性施肥方法を用いた。調査は、10月と12月の合計2回行っ
た。調査項目は、残存株数、生果実重とした。栽培準備から管理まで、一連の作業は当該研究室の学生ら
が主体的に行った。その結果、Ａ圃場においては、葉の食害が顕著であり、定植後のある時期にシカの食
害に遇い、被害の大きい株については枯死したと考えられた。本圃場は、ネットの設置が十分でなく、比
較的に容易にシカは圃場に侵入できる条件であった。一方で、果実の食害については、認められなかった。
したがって、シカは葉のみを食べており、果実の大部分についは食べなかったと推測した。株の残存率は
40%、本圃場での収量は、約100g/m2であった。Ｂ圃場については、トウモロコシを中心に植え、その周囲
をトウガラシで囲む混作区と、トウガラシのみを植える単作区を設置した。いずれの区も定植時に圃場の
周囲にネットを張り、シカが侵入しないようにトウガラシを保護した。9月中旬にトウガラシは栄養成長
期から開花、果実の登熟期に移行したために、ネットを取り外した。その後の生育期間中では、圃場周囲
には、シカの足跡、糞などを散見したものの、10月・12月の調査においては、混作区では、トウモロコシ、
トウガラシともにシカの食害はほとんど認められなかった。また、単作区においても同様に、茎葉、果実
共にシカの食害は認められなかった。両区共に、株の残存率は90%以上であった。導入した品種の収量は、
ハバネロが約400g/m2、タバスコが約150g/m2であった。今回の栽培においては、病害虫の発生はほとんど
認められず、簡易の支柱設置によって、9月に上陸、接近した2回の台風被害もほとんど見られなかった。
以上から、トウガラシは、種子島の西之表市において、その生育は果実を得るのに十分であった。また、

病害虫による被害もなく、品質の高いトウガラシの栽培が可能であると考えた。さらに、シカの被害につ
いては、葉の食害が見られたが、果実についての食害はほとんどなかった。このことから、シカはトウガ
ラシの果実は食べないが、葉を食害すると結論付けた。今後、開花前の栄養成長期における栽培管理が課
題となると思われた。

農林水産省平成28年度事業「トウガラシ研究ネットワーク形成事業」において、トウガラシの情報収集並
びに研究体制の基盤強化を行っている。今後は、葉の食害を軽減する技術開発が必要である。また、他地
域への技術導入についても、検討の価値がある。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 水産学部
・氏名 木村郁夫 加藤早苗
・地域志向教育研究経費区分（F）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.26

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

島嶼圏水産業の活性化を目指した研究成果の応用と教育

島嶼圏水産業の課題は、消費地が遠い、漁獲の集中による魚価の低迷、台風など気象の影響を受け安定した
操業が行えないことである。解決策として高品質冷凍技術の応用を目指した研究と事業化検討を漁協・与論
町と進めてきている。学生と漁業者が協働した事業化を目指した教育研究を行うことが必要である。
【目的】与論島水産物を高い価値で流通させるために、高品質冷凍品の商品生産と最適な市場への流通ルー
ト構築が必要である。そのために漁協・漁業者は事業形態や加工品質管理方法を変える必要があるので、漁
業者と与論町職員、学生も参画する実習学習会を提供する。この様な取り組みを通して島嶼圏水産業活性化
に係る人材の育成を行うことを目的とする。

与論島水産物を高い価値で流通させるために、高品質冷凍品の商品生産と最適な市場への流通ルート構築
が必要である。そのために漁協・漁業者は事業形態や加工品質管理方法を変える必要があるので、漁業者
と与論町職員、学生も参画する実習学習会を提供した。
『地域志向教育への反映』
1) 11月2～6日 与論島において、本事業計画とサンプル作成および勉強会（学生5名、教員1名、漁協4名、

町職員1名参加）を行った。

2) 調査・研究で明らかになった成果は、「大学と地域」、「水産食品加工・保蔵学」、「海洋資源利用学」、
「Fisheries Food Science」の授業に反映した。

『地域への社会貢献』
☆高品質冷凍品の流通ルートを構築した。29年4月には新規商品が流通予定。
1) 11月2～6日 与論島において、本事業計画打合せとサンプル作成および勉強会

（学生5名、教員1名、漁協4名、町職員1名参加）
2) 11月14日 鹿児島大学水産学部（与論島で行った流通戦略の打合せに対応して、

N社（社長以下5名参加））への本プログラム活動内容の紹介、
11月2～6日に与論島で作成したサンプルの品見を行った。高評価を得た。）

3) 1月21日 与論島 N社 2名、与論町漁協2名（組合長、参事）、与論町
（山 町長、仁禮主事）、鹿児島大学（伊牟田監事、木村）にて、事業内容の説明、
事業の共同化企画、流通事業の進め方について勉強会・意見交換。
3～4月に商品化を行うこと確認した。

4) 3月2日 与論島水産学部教員（5名、研究員1名）にて、
研究成果報告会を与論町漁協で行った。

島嶼圏水産業の課題を解決することに漁業者や自治体職員が持続的に挑戦することが必要であり、鹿児島大学は支
援を行う。
現在は、課題を解決するための新規技術を応用した商品作りと流通ルート作りを進める段階である。
これらのことを行うためには、技術力だけではなく既存の事業の仕組みを変革する必要がある。
鹿児島大学は事業の仕組みを変革することを支援し、島嶼圏水産業の活性化を実現することに貢献する。
H29年3～4月に、食品流通会社にて商品化して販売を行うこととなった。高品質商品の製造管理や仕組み作りについ
て漁協、食品流通会社、大学（学生の参加を予定）にて協働して構築を行うことを目標として取り組む。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 鹿児島大学 水産学部
・氏名 塩崎 一弘
・地域志向教育研究経費区分（F）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.27

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

与論島内外の消費拡大につながる食の健康機能性研究

与論島は鹿児島県南端に位置する離島であり、そこには美しい自然と魅力的な生物資源が存在する。水産業で
は特徴的ある魚介類が水揚げされており、また陸上では特徴ある生物資源として柑橘類（島ミカン）を挙げることが
できる。温暖な南西諸島では多くの離島で柑橘類が生息しているが、海で囲まれた閉鎖的な環境により、その種類
や含まれる成分は各島で大きく異なるとされる。これら特徴的な農水産物は、鹿児島県島嶼部で長寿者が多いこと
との関係も注目されている。我々は、健康機能性という付加価値がこれら資源の島内消費の拡大、および島外を
ターゲットにした新商品の開発に繋がるのではと考えた。本課題においては、与論島における農水産物の未利用、
低価値資源に関する調査を行い、その利用法について鹿児島大学水産学部の研究室にて解析を行う。

与論島の特徴ある水産資源として、アイザメに注目した。深海ザメであるアイザメは肝臓にスクアレンを含
むために有用魚であるが、筋肉は多くの尿素を含んでいることから鮮度低下に伴うアンモニアが発生し、そ
の消費は与論島内および沖縄本島に限られている。そこで本課題では筋肉の脂質画分の健康機能性に注
目して解析を行った。その結果、脂質画分に曝露したヒト細胞ではMMP-7活性が低下しており、それは単な

る酵素阻害ではなく、遺伝子レベルで発現が抑制されていることが明らかとなった。そこで脂質画分に含まれ
る有効成分を探索したところ、その1つとしてガングリオシドGD1aとGM1が見いだされた。これらのガングリオ
シドはmmp7遺伝子の転写因子であるAP-1遺伝子群の発現を低下させており、これがmmp7遺伝子発現の抑
制に関与していた。MMPは多くの疾患に関与する事が知られていることから、本研究よりアイザメ筋肉の健
康機能性食品の素材としての利用が期待された。なおこの成果は英文誌Journal  of Functional Foods誌に投
稿、掲載された。（Shiozaki, K., Yoshikawa, M., Kiguchiya, S., Ikeda, A., Kamada, Y., Chigwechokha, P., Komatsu, 
M., Matrix metalloproteinase-7 inhibitory activity of lipid extract from dwarf gulper shark (Centrophorus
atromarginatus) through down-regulation of gene transcription. J. Funct. Food., 30, 90-96, 2017 ）。
次に与論島の柑橘類に注目し、その健康機能性について解析を行った。与論島は柑橘グリーニング病のリ

スクがあり、柑橘類の大規模な栽培は現在行われていないが、与論島には島独自の柑橘類が生息している
ことから、新しい産業のシーズとなることが考えられる。そこで与論島の柑橘類から抽出物を調製し、人畜共
通感染バクテリアの感染能に与える影響について、培養細胞を用いた解析を行った。最近、我々はグレープ
フルーツに含まれるフラボノイドがこのバクテリアの感染を抑制することを報告したが（Shinyoshi,S et al., 
Naringenin suppresses Edwardsiella tarda infection in GAKS cells by NanA sialidase inhibition. Fish Shellfish 
Immunol., 61, 86-72, 2017 ）、与論島より採取したカンキツの抽出物はグレープフルーツよりも強い感染抑制

効果を示した。そこでこれら抽出物の解析を行ったところ、島柑橘類には特徴的なフラボノイド、もしくは関連
化合物が存在し、バクテリア感染阻害に強く寄与していることを見出した。この研究成果については、国内学
会およびシンポジウムで発表を行った。

本研究の成果より、アイザメ筋肉に新たな付加価値を見出すことができた。また与論島の柑橘類に特徴的な機

能性が認められたことから、新しい利用法の開発が期待された。南西諸島は他の国内地域とは気候が明らかに異
なり、農水産物の差別化に有利であると考えられる一方で、これら農水産物の知名度は低く、観光業などとのタイ
アップによる活動が必要である。今後は他の未利用資源についても機能性の解析を行っていく予定である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 水産学部
・氏名 江幡恵吾
・地域志向教育研究経費区分（F）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.28

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

アオリイカを対象としたかご漁業の新規導入に関する実証試験

アオリイカは種子島をはじめ鹿児島県内の各地域の漁業において重要な漁獲対象種であり、離島では釣
り漁業によって漁獲されることが多い。釣り漁業では対象魚を釣り上げるまでに時間を要したり、魚群を
探索するために漁場を移動することが必要である。一方、かご漁業は漁具の構造が簡単なため低コストで
導入することができ、釣り漁業と比べて作業作業の効率に優れ、燃油消費量が少ないなどの利点を持つ。
近年の燃油価格高騰や漁業者の高齢化に伴って、環境にやさしい省エネルギー型漁業への転換が課題と

なっており、本課題では鹿児島県熊毛支庁、西之表市、種子島漁業協同組合などと共同して、離島におけ
るかご漁業の新規導入の可能性について検討した。

アオリイカを対象としたかご漁具（かごの大きさ：縦62cm、横79cm、高さ128cm）を製作し、種子
島住吉沖の海域（水深26.7～41.2m）で、2016年6月18日～7月1日、7月1日～17日、7月17日～8月11日
に合計3回の試験操業を行った。試験操業では、かごを海底から約1.5m浮かせた状態で、入口が上方
を向くようにして設置した。かごの底部にインターバルカメラを取り付けて、5分間隔でかごの内部
および入口付近を連続撮影した。試験操業終了後にかごを回収して、インターバルカメラで撮影され
た画像から、かごの内部または入口付近で観察された生物およびかごの姿勢を分析した。2回目の操
業でアオリイカがかごの入口付近に撮影され、その時のかごは入口が上方を向いた状態であった。3
回目の操業ではかごが海底に着底した状態で、かごの中にコウイカが入っている様子が観察され、そ
の後、イセエビ類がかごの中に入り、コウイカを捕食する様子が確認された。試験操業の結果、主対
象とするアオリイカのみを漁獲するには、かごの入口を上方に向けた状態で、かつ、かごを海底から
浮かせた状態で設置することが重要であると考えられた。

平成29年2月27日に種子島漁協において鹿児島県熊毛支庁、西之表市、漁業関係者に対して行った
報告会では、本課題に関する報告だけでなく、他大学の研究者、漁網や魚礁のメーカーなどと共同し
てアオリイカ研究会を立ち上げて、アオリイカの生態から漁獲技術、鮮度保持を考慮した流通方法に
至るまで多面的に検討した。平成29年3月2日に与論町漁協で開催したCOC水産業部会報告会でも、本
課題について紹介し、かご漁業を新規導入することによって、省エネルギー型漁業へ転換し、経営改
善を図る可能性について漁業関係者と協議した。

試験操業 撮影されたアオリイカ（左）、コウイカ（右） 漁業関係者との報告会

平成27年度からの継続で、アオリイカを対象としたかご漁具を漁業協同組合、漁具メーカー、鹿児島県
熊毛支庁、西之表市などと共同で開発してきた。試験操業の結果、かご漁具でアオリイカを漁獲できるこ
と示され、離島において新規導入できる可能性が見出された。

今後も、かご漁具の試験操業を継続させて、さらに漁獲効率を高めるための改良を図るとともに、漁業
者が新規導入するに際して必要な操業許可上の課題、商業ベースでのコスト改善など、関係者とともに取
り組んでいく予定している。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・共同獣医学部
・藤田志歩
・地域志向教育研究経費区分（H）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.30

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

地域課題発見のための学習プログラムの開発

地域課題解決のためには、第一に、地域の生活や文化を理解することから始めなければならない。しか

し、都市部への人口集中により、多くの学生は、地方、とくに過疎集落の実態・実情を体験として知る機

会をもたない。本研究は、地域の現状や課題について様々な観点から理解するとともに、学生の課題発見

力、コミュニケーション力および自己管理力を養うための学習プログラムについて検討した。同時に、世

代間の交流や生活体験を通して、地域の魅力や課題をあらたな視点で捉え直し、地域活性化に繋げること

を目的とした。

平成28年9月4日〜10日に、鹿児島県肝属郡肝付町大浦集落と南大隅町打詰集落において、集落の生活や

農業を体験するフィールド実習を実施し、６名の学生が参加した。実習の学習目標を、（1）鹿児島県中

山間地域における集落の生活や文化について知ること、（2）過疎集落の現状を理解し、地域の課題につ

いて考えること、（3）中山間地域における自然環境および地域文化の保全について考えることとした。

実習では、農作業体験と集落での聞き取り調査を行い、最後に、地域の歴史、生活、文化に関する集落

マップを作成した。実習を通して、学生らは地域の現状および課題について、理解をより深めることがで

きた。また、地域志向教育の学習プログラムとしての実践可能性について検討することができた。

本学習プログラムでは、学生それぞれが自らの視点で地域の現状を理解し、課題を把握することができ

た。今後、学習の成果をアウトプットとして地域活性化の具体策にどのようにつなげるかが課題である。

次のステップとして、例えば、作成した集落マップを活用し、地域の活動や文化の保全に役立てることな

どについても検討したい。

農作業体験 聞き取り調査 集落マップ作り



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 学術情報基盤センター
・氏名 升屋正人
・地域志向教育研究経費区分（C）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.31

かごしまCOCセンター
平成２８年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

フィールドセンサーを活用した島嶼農業支援システム

農業の多くは長年の経験則や熟年者の感覚を頼りに行われるため、気温や湿度、土壌の状況など作物の

育成に関するデータは少ない。特に、小規模な農家が多い島嶼域ではこの傾向が大きい。このため、新規

参入が困難で後継者の確保が難しい。気象センサーや情報通信技術によりこの解決を図るサービスは存在

するが、大規模農家を対象とした高価なものに限られ、小規模農家では導入が不可能である。そこで本研

究では、与論町の農家を対象として、フィールドセンサーを搭載した超小型コンピュータによる環境情報

蓄積分析システムと、センサー情報の表示及び圃場設備遠隔操作機能を有するシステムを開発する。

本研究ではまず、小型専用装置によるシステム①の評価を行い、次にこのシステムの不十分な点を改善

したシステム②を構築した。いずれも数万円程度での導入が可能である。

島嶼農家の意見を聴取した上で、遠隔からの圃場環境の把握と水やりを行うことができるシステムを構

築したが圃場での実証を行うことができていない。風雨に晒される圃場においてシステムを安定して稼働

させるためにはシステムを格納する容器等に工夫が必要であることも想定される。今後、実用化を目指し

てシステムの改良を進め、地元のＮＰＯ法人などとも連携して、現場への導入を図りたい。

【システム②】システム①の問題を解消したシステムとして、超小型コン

ピュータArduinoと、Arduinoに接続できるセンサーとポンプのキットであ

るGrove Plant Care Kitによるシステムを構築した。Arduinoと組み合わせた

キットにより、土壌水分が設定した値を下回った場合に自動的に水やりを

行うことができる。また、センサーにより計測した環境情報はキットに含

まれる小型LEDディスプレイに表示できる。システム②ではさらに、ネッ

トワーク接続機能を追加するイーサーネットシールドを用いてインター

ネットに接続し、得られた環境情報をクラウドサービスであるXivelyを用

いて可視化する仕組みも設けた（図２）。これにより、遠隔からの環境情

報の参照も実現した。

【システム①】市販されているParrot Flower Power（PFP：図１）を用いたシステムであ

る。PFPは土壌水分や気温等を計測し蓄積できる安価な小型の専用装置で、スマート

フォンアプリと連携して蓄積したデータをクラウド上にアップロードし分析できる。分

析した結果はスマートフォンアプリで確認でき、水やりや追肥のタイミングを知ること

ができる。容易に環境情報を得ることができるが、 PFPは植木鉢やプランターでの利用

を主な目的とした装置であるため、圃場への応用にはいくつか困難がある。それは、蓄

積したデータの収集のためスマートフォンを近傍に持参しなければならず遠隔からの常

時監視ができないことや、圃場設備の遠隔操作機能がないことである。

図２：土壌水分を表示した例

図１：Parrot Flower Power
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